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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第102期 

第２四半期 
連結累計期間 

第103期 
第２四半期 
連結累計期間 

第102期 

会計期間 
自平成27年４月１日 
至平成27年９月30日 

自平成28年４月１日 
至平成28年９月30日 

自平成27年４月１日 
至平成28年３月31日 

売上高 （百万円） 60,036 54,941 117,278 

経常利益 （百万円） 3,444 4,084 7,300 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 2,388 2,667 4,915 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,273 △1,059 2,712 

純資産額 （百万円） 76,817 72,864 76,096 

総資産額 （百万円） 123,957 114,261 119,422 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 22.06 25.19 45.50 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 61.1 62.9 62.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 2,945 6,072 9,592 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △2,118 △2,871 △9,763 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 7,704 △2,129 796 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 21,208 13,148 13,050 

 

回次
第102期

第２四半期
連結会計期間

第103期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 13.17 15.02 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．上記売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

４．当社は、第103期第２四半期連結累計期間より「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。当該信託が保有

する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として計上しております。このため、１株当

たり四半期（当期）純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において当該株式数を控除する自己株式に含

めております。 

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、天候不順による消費の伸び悩み等はありましたが、企業の生産

活動が底堅く推移するなど緩やかな回復基調となりました。海外経済では、米国経済が、良好な個人消費や雇用環境

に支えられ堅調に推移する一方、中国及びその他周辺新興国の経済は低迷し、欧州においても先行き不透明な状況が

継続しています。 

このような状況の中、当第２四半期連結累計期間は、バルブ事業において、国内向けは前期並みとなりましたが、

海外向けは原油価格低迷による設備投資の抑制や、円高の影響などから減収となりました。伸銅品事業では、原材料

相場の下落に伴う販売価格の低下及び販売量の減少により大幅な減収となった結果、売上高の総額は前年同期比

8.5％減の549億41百万円となりました。

損益面では、営業利益は、製造コスト削減等により、前年同期比19.0％増の42億93百万円、経常利益は、円高によ

る為替差損の発生はありましたが前年同期比18.6％増の40億84百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年

同期比11.7％増の26億67百万円となりました。

 

セグメントの業績は、次の通りであります。 

 

① バルブ事業 

バルブ事業の外部売上高は、国内市場において建築設備向けが微増となる中、既設プラントへの定期修理案件へ

の納入はありましたが、前年好調であった半導体製造装置向けが減少したことにより、前期並みとなりました。海

外市場においては、ブラジル子会社の売上が第１四半期累計期間より加わりましたが、北米及びアジア向けにおけ

る大幅減収が響き減収となった結果、バルブ事業の売上高は、前年同期比6.3％減の443億93百万円となりました。

営業利益は、製造コスト削減の他、円高による海外生産品の仕入コスト減少などにより前年同期比10.1％増の55億

94百万円となりました。

 

② 伸銅品事業 

伸銅品事業の外部売上高は、売価に影響を与える原材料相場が対前年同期比で下落したほか、販売量の減少も

あり大幅減収となり、前年同期比18.7％減の88億43百万円となりました。営業利益は、当第２四半期連結累計期間

を通じて原材料相場が安定的に推移し一定の利益を確保することができたことから、２億84百万円の営業利益（前

年同期は29百万円の営業損失）となりました。 

 

③ その他 

その他の外部売上高は、ホテル事業で夏季の天候不順等による集客不振などから、前年同期比2.9％減の17億４

百万円となり、営業利益は前年同期比20.3％減の１億11百万円となりました。 
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産につきましては、売上債権及びたな卸資産が減少したことから、前連結会計年

度末に比べ51億60百万円減少し1,142億61百万円となりました。負債につきましては、仕入債務の減少などにより、

前連結会計年度末に比べ19億28百万円減少し413億97百万円となりました。 

純資産につきましては、親会社株主に帰属する四半期純利益26億67百万円はありましたが、前期末配当金の支払い

に加え、自己株式の取得13億92百万円を行ったため、株主資本の増加額は約５億円となりました。また、為替換算調

整勘定が円高に伴い大幅に減少したことなどにより、純資産合計は、前連結会計年度末に比べ32億32百万円減少し

728億64百万円となりました。 

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ97

百万円増の131億48百万円となりました。 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益40億57百万円、減価償却費19億95百万円となったほか、売上債権やたな卸資産の減少

などにより、営業活動によるキャッシュ・フローは60億72百万円の資金の増加（前年同期は29億45百万円の増加）

となりました。 

 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

バルブ事業を中心に23億34百万円の設備投資を行ったことなどにより、投資活動によるキャッシュ・フローは28

億71百万円の資金の減少（前年同期は21億18百万円の減少）となりました。 

 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

配当金の支払７億50百万円及び自己株式の取得13億92百万円等の結果、財務活動によるキャッシュ・フローは21

億29百万円の資金の減少（前年同期は77億４百万円の増加）となりました。 

 

（注） 当社では短期の運転資金需要の発生に備え、当社取引銀行との間で総額40億円のコミットメントライン契約

を締結しております。なお、当第２四半期連結会計期間末における当該借入金の残高はありません。 

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、9億63百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

① 経営成績に重要な影響を与える要因

海外の生産拠点及び販売地域における情勢の変化が製品・部品供給、販売等に影響を及ぼす可能性があります。

また、国内バルブ売上が民間設備投資に左右される傾向があること、ならびに海外生産品の輸入価格が為替相場の

変動を受けるほか、各種金属素材市況の変動が材料調達や販売価格へ影響を与える要因となっております。 
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② 経営戦略の現状と見通し 

当社は、「真のグローバル化を実現し、企業価値を最大化すること」、そして「強くて良い会社を実現するこ

と」を目指すべく、2020年度末を目標とする長期経営計画「KITZ Global Vision 2020」及び2018年度までの「中

期経営計画」を策定しており、2020年度の連結業績目標を、売上高1,350億円、営業利益125億円、海外売上高比率

37.7％としております。

中期経営計画においては、強みが生かせる重点市場分野である「建築設備」「石油化学・一般化学」「クリーン

エネルギー」に経営資源を集中するとともに、機能別組織を貫く全社横断の戦略推進体制を強化してまいります。

さらに、グローバル調達・内製化・生産性向上によるコスト改善を推進し、利益を生む設備投資を積極的に実施し

て、利益とキャッシュ・フロー重視の方針を徹底することで、ＲＯＥを向上させ、2018年度に営業利益100億円以

上、2020年度に過去最高益を目指してまいります。

また、株主還元の充実として、現金配当による目標連結配当性向25％に加え、自己株式の取得にも積極的に取り

組み、株主価値の一層の向上を図ります。

 

(7) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

① キャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益40億57百万円、

減価償却費は19億95百万円となったほか、売上債権やたな卸資産の減少などにより、60億72百万円の資金の増加と

なりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得などにより28億71百万円の支出となりま

した。財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得や配当金の支払などにより21億29百万円の支出とな

りました。

上記の結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は131億48百万円となり、前連結

会計年度末に比べ97百万円の増加となりました。

 

② 資金調達

当社グループは、グループ全体の資金を包括して管理するシステム（キャッシュ・マネジメント・システム）に

より資金効率を最大化するとともに、主要取引銀行とコミットメントライン契約を締結しており、現在必要とされ

る資金の水準を十分に満たす流動性を保持しております。

 

(8) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めており

ます。平成28年５月に数値目標の見直しを行いました「KITZ Global Vision 2020」の基本戦略に沿って長期経営計

画の最終年度目標を達成するための諸施策を実行いたします。

- 4 -

2016/11/10 13:24:20／16219217_株式会社キッツ_第２四半期報告書



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 110,396,511 110,396,511 
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 110,396,511 110,396,511 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金 
増減額
（百万円）

資本準備金 
残高
（百万円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 110,396 － 21,207 － 5,715
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（６）【大株主の状況】

    平成28年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 10,142 9.19 

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY 

(常任代理人 シティバンク銀行株式会社) 

388 GREENWICH STREET, NEW YORK, 

NY 10013 USA 

(東京都新宿区新宿６－27－30) 

5,642 5.11 

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３－５－12 4,378 3.97 

北沢会持株会 千葉市美浜区中瀬１－10－１ 4,081 3.70 

公益財団法人北澤育英会 東京都新宿区下宮比町２－28 3,411 3.09 

住友生命保険相互会社 大阪市中央区城見１－４－35 3,275 2.97 

キッツ取引先持株会 千葉市美浜区中瀬１－10－１ 3,074 2.78 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 

(常任代理人 香港上海銀行) 

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA 

USA 02111 

(東京都中央区日本橋３－11－１) 

2,870 2.60 

株式会社みずほ銀行 
東京都千代田区大手町１－５－５

（大手町タワー） 
2,553 2.31 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 2,553 2.31 

計 － 41,983 38.03 

 （注）１．上記のほか当社所有の自己株式5,480千株（4.96％）があります。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次の通りであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  10,142千株

３．日本生命保険相互会社の持株数には、特別勘定年金口75千株を含んでおります。 

４．住友生命保険相互会社の持株数には、変額口82千株及び特別勘定口43千株を含んでおります。

５．平成28年３月25日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ノルウェー銀行が平成28年３月

１日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半会計期間末現在に

おける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次の通りであります。 

大量保有者          ノルウェー銀行 

住所                ノルウェー オスロ N-0107 セントラム私書箱1179 バンクプラッセン2 

保有株券等の数      株式  5,877,100株 

株券等保有割合      5.32％ 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数(個) 内容

無議決権株式   － － －

議決権制限株式（自己株式等）   － － －

議決権制限株式（その他）   － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 5,480,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 104,797,800 1,047,978 －

単元未満株式 普通株式 118,611 － 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数   110,396,511 － －

総株主の議決権 － 1,047,978 －

（注）「完全議決権株式（その他）」には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式が347,500株（議決権3,475個）含ま

れております。なお、当該議決権の数3,475個は、議決権不行使となっております。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社キッツ 千葉市美浜区中瀬1－10－1 5,480,100 － 5,480,100 4.96

計 － 5,480,100 － 5,480,100 4.96

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式347,500株は、上記自己株式に含めておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 14,649 14,273 

受取手形及び売掛金 18,832 17,142 

電子記録債権 6,657 6,628 

商品及び製品 9,291 7,940 

仕掛品 4,532 4,479 

原材料及び貯蔵品 7,088 6,728 

その他 2,517 2,275 

貸倒引当金 △68 △64 

流動資産合計 63,501 59,405 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 12,090 11,664 

土地 11,063 10,916 

その他（純額） 15,634 15,308 

有形固定資産合計 38,788 37,889 

無形固定資産    

のれん 2,396 2,159 

その他 3,149 3,657 

無形固定資産合計 5,545 5,816 

投資その他の資産 ※１ 11,586 ※１ 11,149 

固定資産合計 55,920 54,855 

資産合計 119,422 114,261 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 6,405 5,087 

1年内償還予定の社債 799 904 

短期借入金 2,025 1,049 

1年内返済予定の長期借入金 2,788 2,461 

未払法人税等 864 1,328 

賞与引当金 1,697 1,742 

役員賞与引当金 169 80 

その他 4,290 3,379 

流動負債合計 19,040 16,034 

固定負債    

社債 12,680 13,975 

長期借入金 6,714 6,634 

役員退職慰労引当金 282 294 

役員株式給付引当金 － 11 

退職給付に係る負債 344 335 

資産除去債務 424 416 

その他 3,837 3,694 

固定負債合計 24,284 25,362 

負債合計 43,325 41,397 

純資産の部    

株主資本    

資本金 21,207 21,207 

資本剰余金 5,743 5,743 

利益剰余金 45,118 47,035 

自己株式 △1,193 △2,585 

株主資本合計 70,875 71,400 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 2,745 2,527 

為替換算調整勘定 1,220 △2,220 

退職給付に係る調整累計額 228 192 

その他の包括利益累計額合計 4,194 500 

非支配株主持分 1,027 964 

純資産合計 76,096 72,864 

負債純資産合計 119,422 114,261 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 60,036 54,941 

売上原価 45,157 39,591 

売上総利益 14,878 15,350 

販売費及び一般管理費 ※１ 11,271 ※１ 11,056 

営業利益 3,606 4,293 

営業外収益    

受取利息 14 46 

受取配当金 107 127 

その他 193 179 

営業外収益合計 315 352 

営業外費用    

支払利息 102 116 

売上割引 189 187 

為替差損 20 134 

その他 165 122 

営業外費用合計 477 561 

経常利益 3,444 4,084 

特別利益    

有形固定資産売却益 75 2 

投資有価証券売却益 2 73 

事業譲渡益 170 － 

その他 0 2 

特別利益合計 249 77 

特別損失    

有形固定資産除売却損 46 67 

減損損失 － 32 

その他 8 3 

特別損失合計 55 104 

税金等調整前四半期純利益 3,638 4,057 

法人税等 1,217 1,346 

四半期純利益 2,420 2,711 

非支配株主に帰属する四半期純利益 32 43 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,388 2,667 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益 2,420 2,711 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △189 △217 

為替換算調整勘定 74 △3,517 

退職給付に係る調整額 △32 △35 

その他の包括利益合計 △147 △3,771 

四半期包括利益 2,273 △1,059 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,240 △1,026 

非支配株主に係る四半期包括利益 32 △33 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 3,638 4,057 

減価償却費 1,883 1,995 

賞与引当金の増減額（△は減少） △109 72 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △56 △32 

受取利息及び受取配当金 △122 △173 

支払利息 102 116 

事業譲渡損益（△は益） △170 － 

売上債権の増減額（△は増加） 785 699 

たな卸資産の増減額（△は増加） 166 500 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △62 90 

仕入債務の増減額（△は減少） △772 △616 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △469 △79 

その他 △28 301 

小計 4,784 6,931 

利息及び配当金の受取額 122 179 

利息の支払額 △98 △111 

法人税等の支払額 △1,862 △927 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,945 6,072 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △2,278 △2,334 

有形固定資産の売却による収入 211 6 

無形固定資産の取得による支出 △289 △762 

投資有価証券の取得による支出 △9 △11 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△262 － 

事業譲渡による収入 170 － 

その他 339 229 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,118 △2,871 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 762 △917 

長期借入れによる収入 － 1,143 

長期借入金の返済による支出 △1,733 △1,535 

社債の発行による収入 9,940 1,821 

社債の償還による支出 △315 △449 

配当金の支払額 △757 △750 

自己株式の取得による支出 △0 △1,392 

その他 △192 △48 

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,704 △2,129 

現金及び現金同等物に係る換算差額 100 △973 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,632 97 

現金及び現金同等物の期首残高 12,575 13,050 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 21,208 ※１ 13,148 

 

- 13 -

2016/11/10 13:24:20／16219217_株式会社キッツ_第２四半期報告書



【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した

建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第

１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（当社取締役及び執行役員に対する株式報酬制度の導入）

当社は、平成28年６月29日開催の第102回定時株主総会決議に基づき、平成28年８月１日より、当社取締役及

び執行役員（社外取締役を除きます。以下、「取締役等」といいます。）に対して、中長期的な業績向上と企

業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とし、新たな株式報酬制度（以下、「本制度」といいま

す。）を導入しております。

なお、本制度を導入するにあたり、「役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託」と称される仕組みを

採用しております。

 

１．取引の概要

信託期間中、毎事業年度における役位及び業績目標の達成度等に応じて、取締役等に一定のポイント数が

付与されます。一定の受益者要件を充足する取締役等に対して、当該取締役等の退任時に、付与されたポイ

ント数の一定割合に相当する当社株式が取締役等に交付され、残りのポイント数に相当する数の当社株式に

ついては、信託契約の定めに従い、本信託内で換価した上で換価処分金相当額の金銭が交付されます。

 

２．信託に残存する自社の株式

当第２四半期連結会計期間における本制度の導入に伴い、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員

報酬ＢＩＰ信託口・75957口）が、当社株式347,500株を取得しております。

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付帯する費用の金額を除く。）により、純資産の部

に自己株式として計上しております。当第２四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価額及び株

式数は、194百万円及び347,500株であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成28年９月30日） 

投資その他の資産 4百万円 3百万円 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自  平成27年４月１日 

  至  平成27年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成28年４月１日 

  至  平成28年９月30日） 

給与手当 3,032百万円 3,064百万円 

賞与引当金繰入 642 663 

退職給付費用 253 207 

役員賞与引当金繰入 96 62 

役員退職慰労引当金繰入 15 17 

役員株式給付引当金繰入 － 11 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 22,411百万円 14,273百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,182 △1,125

負の現金同等物（当座貸越） △20 －

現金及び現金同等物 21,208 13,148
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月27日 

取締役会
普通株式 757 7  平成27年３月31日  平成27年６月４日 利益剰余金

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月29日 

取締役会
普通株式 649 6  平成27年９月30日  平成27年12月４日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月30日 

取締役会
普通株式 750 7  平成28年３月31日  平成28年６月６日 利益剰余金

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月31日 

取締役会
普通株式 629 6  平成28年９月30日  平成28年12月６日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれておりま

す。

 

３．株主資本の金額の著しい変動 

当社は、平成28年５月30日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得を行いました。また、「役員

報酬ＢＩＰ信託」の導入により、当該信託が当社株式の取得を行いました。これらの取得などにより、当

第２四半期連結累計期間において自己株式が13億92百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において

自己株式が25億85百万円となっております。

なお、当該取締役会決議に基づく自己株式の取得につきましては、平成28年７月７日をもって終了して

おります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

 
バルブ 
事業 

伸銅品 
事業 

その他 
（注１） 

調整額 
（注２） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注３） 

売上高          

外部顧客への売上高 47,398 10,882 1,755 - 60,036 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

106 1,008 12 △1,128 - 

計 47,505 11,891 1,767 △1,128 60,036 

セグメント利益又は損失

（△） 
5,083 △29 139 △1,586 3,606 

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル及びレストラン事業等

を含んでおります。

２. セグメント利益又は損失の調整額△1,586百万円には、セグメント間取引消去４百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△1,591百万円が含まれております。全社費用は、主に当社の本社の総務人

事部、経理部、経営企画部等の発生費用で、幕張本社ビルの管理費用を含んでおります。

３. セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  当第２四半期連結累計期間において、重要な事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

 
バルブ 
事業 

伸銅品 
事業 

その他 
（注１） 

調整額 
（注２） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注３） 

売上高          

外部顧客への売上高 44,393 8,843 1,704 － 54,941 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

85 1,007 15 △1,107 － 

計 44,478 9,850 1,720 △1,107 54,941 

セグメント利益 5,594 284 111 △1,696 4,293 

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル及びレストラン事業等

を含んでおります。

２. セグメント利益の調整額△1,696百万円には、セグメント間取引消去△６百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△1,690百万円が含まれております。全社費用は、主に当社の本社の総務人事部、

経理部、経営企画部等の発生費用で、幕張本社ビルの管理費用を含んでおります。

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第２四半期連結累計期間において、重要な事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 22.06円 25.19円

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 2,388 2,667

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,388 2,667

普通株式の期中平均株式数（株） 108,216,448 105,875,910

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式を、１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算に

おいて控除する自己株式に含めております。（当第２四半期連結累計期間86千株）

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成28年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………629百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………６円

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年12月６日

（注）１．平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額は、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対する配当金２百万円を含めております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月９日

株 式 会 社 キ ッ ツ 

取 締 役 会  御 中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 柳井 浩一  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 大野 祐平  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社キッ

ツの平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２８年７月１日

から平成２８年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社キッツ及び連結子会社の平成２８年９月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

   ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年11月11日

【会社名】 株式会社キッツ

【英訳名】 KITZ CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 堀田 康之

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 千葉市美浜区中瀬一丁目10番１

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 堀田康之は、当社の第103期第２四半期（自平成28年７月１日 至平成28年９月30日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。
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